
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年度  

 

当初予算の概要 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福岡県香春町  
 

平成２２年 ４月 
 



－1－ 

① 平成２２年度予算の編成方針 
 平成２２年度の予算編成は、現下の厳しい財政状況を踏まえ、新たな財源の確保に努める

ことはもちろんのこと、経常的な経費の更なる削減を目標に、事務事業の徹底的な見直しを

行いながら、第３次香春町総合計画の基本構想における５柱である「安心して暮らせる人に

やさしいまちづくり」、「人が集い活気あふれるまちづくり」、「健やかにいきいきと楽しく暮らせ

るまちづくり」、「まっすぐな心の子どもを育てるまちづくり」、「自分で考え行動するまちづくり」

の基本施策を達成するため編成しました。 

この結果、一般会計の歳入歳出予算総額は４５億３，３４１万円で、前年度当初予算と比

較すると１億８，４４０万円（３．９％）の減となっていますが、その主な要因は道の駅整備事

業・三井区住宅地区改良事業などの事業完了によるものです。なお、投資的経費を除いた

経費で比較すると対前年度で１億９，７４０万円の増となっており、子ども手当の実施に要す

る経費が主な増加要因です。 

②  会計別当初予算額の増減 
下表は各会計の当初予算額を、前年度と比較したものです。 

老人保健特別会計で対前年比９７．６％の減となっています。この会計は後期高齢者医療

制度開始以前の旧制度のものであり、医療費の精算のために残っておりましたが、今年度

はその最終年度にあたり、大幅に減額となったものです。 

また、水道事業会計、工業用水道事業会計については、公営企業法に基づく会計のため、

他の会計と予算制度が異なります。したがって、予算額として、参考のために収益的収入の

みを表示しております。 

 歳入歳出予算の状況                                 （単位：千円：％） 

会 計 区 分 

平成２１年度 

当初予算額 

（A） 

平成２２年度 

当初予算額 

（B） 

比較及び増減率 

増減 

（Ｃ＝Ｂ－Ａ）

増減率 

（Ｃ÷Ａ）

一 般 会 計 4,717,807 4,533,409 ▲184,398 ▲3.9

特 
 

別 
 

会 
 

計 

住宅改修資金貸付事業 6,962 6,324 ▲638 ▲9.2

国民健康保険事業 1,455,711 1,438,827 ▲16,884 ▲1.2

老人保健 11,129 266 ▲10,863 ▲97.6

後期高齢者医療 185,480 205,779 20,299 10.9

水道事業（収益的収入） 232,476 208,763 ▲23,713 ▲10.2

工業用水道事業（収益的収入） 2,629 2,629 0 0

生活排水処理事業 345,319 292,226 ▲53,093 ▲15.4

５財産区合計 26,790 31,756 4,966 18.5
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③ 一 般 会 計 歳 入 

 町の歳入の中心である町税は、景気低迷による町民税の落ち込みが見込まれることから、

９億１，６８７万円と前年比２，５２９万円（２．７％）の減となっています。 

 地方交付税は、国の地方財政計画の増額を見込んだことから、１９億５，０００万円と前年

比３，４５３万円（１．８％）の増となっています。 

 国庫支出金は、地域住宅交付金が減となっていますが、子ども手当負担金などの増により

９，７４３万円（３３．７％）の増となっており、県支出金は新規分としてふるさと雇用再生基金

事業補助金と緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金で２，９７３万円の増、荒廃森   

林再生事業の事業開始による増などで２３．９％増の３億６，２４３万円となっています。 

 繰入金は、道の駅整備事業・三井区住宅地区整備事業などの事業終了に伴い本年度の

基金等から繰入は７８７万円で前年比２億６２５１万円（９７．１％）の減となっています。 

 町債は、臨時財政対策債は増となりましたが、各種事業終了による減により全体として６，

０４０万円（１４．０％）の減となりました。 

 一般会計の歳入の主なものは、以下のとおりです。（（ ）内は対前年比、▲はマイナス） 

 

町 税      ９億１，６８７万円 （▲２，５２９万円、▲２．７％） 

 景気低迷により、町民税が落ちこんでいます。町税の主なものは次のとおりです。 

     町民税 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ４億  ６３０万円  （▲１，７１０万円、▲４．０％）   

固定資産税 ・・・・・・・・・・・・ ４億  ３０８万円  （▲   ３０万円、▲０．１％） 

軽自動車税 ・・・・・・・・・・・・    ２，６３９万円  (   ＋１０１万円、＋４．０％) 

たばこ税 ・・・・・・・・・・・・・・・   ７，８７０万円   (▲  ８４０万円、▲９．６％) 

 

 

地方譲与税        ４，９９３万円 （▲２６７万円、▲５．１％） 

  国が国税として徴収し、一定の基準に従って地方公共団体に譲与されるものです。昨年

の地方道路譲与税の一般財源化に伴い、地方揮発油譲与税が創設されました。 

    地方揮発油譲与税 ・・・・・・・・   １，２９３万円 （＋１，２９３万円、    皆増） 

    自動車重量譲与税 ・・・・・・・・   ３，７００万円 （▲  ３００万円、▲７．５％） 

    地方道路譲与税  ・・・・・・・・・・・・     ０万円 （▲１，２６０万円、   皆減） 

    
 

地方消費税交付金    ９，０００万円 （前年度同額、増減なし） 

  県に納入された地方消費税の２分の１が一定の基準に従って市町村に交付されるもので

す。消費の低迷により増加は見込んでおりません 
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自動車取得税交付金   １，７７６万円 （▲９８４万円、▲３５．７％） 

  道路整備の目的で県に納付された税金から、町道の延長や面積に応じて町に交付され

るものです。平成２１年度よりの低公害車（エコカー）に対する税率軽減措置が講じられてい

ることから減収が見込まれています。 

 

 

地方交付税       １９億５，０００万円 （＋３，４５３万円、＋１．８％） 

標準的な行政運営に必要な経費を賄うため、国が定めた財政需要に対して地方税収入等

が不足する団体に対して、一定の方法により計算され国より交付されるものです。 

    普通交付税 ・・・・・・・・  １６億円        （＋３，４５３万円、＋２．２％） 

    特別交付税 ・・・・・・・・   ３億５，０００万円  （前年度と同額、増減なし） 

  

 

国庫支出金       ３億８，６７４万円 （＋９，７４３万円、＋３３．７％） 

地方公共団体が行う特定の事業に対して国から交付される支出金です。 

国庫負担金 ・・・・ 地方公共団体と国が共同で行う事業に対して、一定の負担区分

に基づいて、国が義務的に負担するもの。 

             障害者自立支援給付費負担金       ７，８３１万円 

             子ども手当負担金              １億３，９０９万円 等 

国庫補助金 ・・・・ 国から地方公共団体に対して、奨励的、財政援助的な性格で補

助されるもの。 

                 次世代育成支援対策交付金         ６４６万円 

             公立学校施設整備補助金        １，８８３万円 等 

国庫委託金 ・・・・ 国からの事務委託に伴う委託金 

             基礎年金等事務費交付金          ２７２万円 

学校支援地域本部事業委託金       １２６万円 等 

 

 

県 支 出 金      ３億６，２４３万円 （＋６，９８６万円、＋２３．９％） 

国庫支出金と同じように、地方公共団体が行う特定の事業に対して県から交付される支

出金です。 

県負担金 ・・・・・ 障害者自立支援給付費負担金            ３，９１５万円 

国民健康保険基盤安定負担金          ３，５９１万円 

後期高齢者医療保険基盤安定負担金     ３，２３７万円 等 

県補助金 ・・・・・ 重度障害者医療費補助金             １，９２８万円 
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ふるさと雇用再生特別基金事業補助金     １，５０８万円 

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金 １，４６４万円 等 

県委託金 ・・・・・ 選挙委託金（参議院・知事・県議会）       １，０５９万円 等 

 

 

繰 入 金     ７８７万円 （▲２億６，２５１万円、▲９７．１％） 

歳入の不足を補うためや、特定の事業を実施するための財源として、各種基金より繰り入

れるものです。そのほか、特別会計から一般会計への繰入金もこの項目に含まれます。 

 ふるさとづくり基金繰入金         ２７３万円  等 

 
 

町 債     ３億７，２２０万円 （▲６，０４０万円、▲１４．０％） 

町の長期にわたる借入金です。道路や橋、学校など長期にわたって利用される施設の建

設について、財政負担の軽減と世代間の負担の公平性を図るという観点から借り入れるも

のです。 

ただし、臨時財政対策債は、国から地方自治体に交付する地方交付税が足りないため、

その不足分を町に借入させ、その借入金の返済時に地方交付税として町に返すという趣旨

で作られたものです 

臨時財政対策債            ３億６，５４０万円  

学校教育施設等整備事業債         ６８０万円 
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◎  一般会計歳入予算 
                               （単位：千円：％） 

区     分 
平成２１年度 平成２２年度 増減 

B-A 当初予算額 A 構成比 当初予算額 B 構成比

01.町税 942,165 19.97 916,874 20.23  25,291

02.地方譲与税 52,600 1.11 49,934 1.10  2,666

03.利子割交付金 4,900 0.10 3,800 0.08  1,100

04.配当割交付金 1,200 0.03 1,000 0.02  200

05.株式等譲渡所得割交付金 1,200 0.03 540 0.01  660

06.地方消費税交付金 90,000 1.91 90,000 1.99 0

07.自動車取得税交付金 27,600 0.59 17,756 0.39  9,844

08.地方特例交付金 10,556 0.22 17,429 0.39 6,873

09.地方交付税 1,915,471 40.60 1,950,000 43.02 34,529

10.交通安全対策特別交付金 2,414 0.05 2,406 0.05  8

11.分担金及び負担金 39,022 0.83 41,842 0.92 2,820

12.使用料及び手数料 181,007 3.84 184,659 4.07 3,652

13.国庫支出金 289,302 6.13 386,736 8.53 97,434

14.県支出金 292,576 6.20 362,431 8.00 69,855

15.財産収入 24,549 0.52 14,884 0.33  9,665

16.寄附金 1 0.00 1 0.00 0

17.諸収入 140,270 2.97 113,050 2.49  27,220

18.繰入金 270,373 5.73 7,866 0.17  262,507

19.繰越金 1 0.00 1 0.00 0

20.町債 432,600 9.17 372,200 8.21  60,400

合計 4,717,807 100.00 4,533,409 100.00  184,398
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③  一 般 会 計 歳 出  
 

歳出については、その事業の必要性、費用対効果、緊急性などの観点から精査しながら、

一つ一つの事業の積み上げにより編成しました。 

 

議 会 費     ８，８１３万円 （▲９３４万円、▲９．６％） 

議会の活動に要する経費です。主に議員（定数１５名）の報酬や費用弁償、事務局職員の

人件費や、議会広報の印刷代、議会会議録の作成委託料などとなっています。 

 

 

総 務 費   ５億９，６０１万円 （▲１億７，３３５万円、▲２２．５％） 

全般的な管理経費、交通安全、防犯対策、財産管理、企画、電算システムの維持管理な

どに要する経費。税務、戸籍、選挙、統計調査等に要する経費です。 

本年度減額の主な要因は道の駅整備事業の終了によるものです。 

主な経費として、  

○ 電算システム維持管理に          ２，８１４万円 

○ 住宅用太陽光発電設置補助金        ８００万円 

○ 第４次香春町総合計画策定に        ７６８万円 （新規） 

○ 交通安全対策に                 ４８８万円 

○ 町税の賦課、徴収に             ８，００５万円 

○ 選挙（参議院、知事・県議会）に      １，０５９万円 

○ 国勢調査に                    ６５７万円 

 

 

民 生 費   １７億８，４４３万円 （＋１億９，５２２万円、＋１２．３％） 

お年寄りや障害者に対する福祉の充実、児童福祉や子育て環境の充実、人権同和対策

などに要する経費です。 

本年度増額の主な要因は子ども手当支給事業の新設によるものです。 

主な経費として、  

○ 地域福祉センター（香泉荘）の管理運営に     ５，４２７万円 

○ 福岡県介護保険広域連合負担金        ２億１，０５８万円 

○ 障害者自立支援に                 ２億２，０２５万円 

○ 後期高齢者医療に                 ２億  ５８１万円 

○ 子ども手当（含む児童手当）に          ２億２，４８９万円 

○ 出産祝金に                           ５９５万円 
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○ 町立保育所の運営費に              ２億３，１８４万円 

○ 私立及び他町村の保育園運営委託料に    １億７，７７９万円 

○ 人権同和対策に                     ６，３１０万円 

 

 

衛 生 費   ４億７４７万円 （▲５，２００万円、▲１１．３％） 

健康で衛生的な生活環境を守るため、保健衛生と環境保全等に要する経費です。 

本年度減額の主な要因は田川東部環境衛生施設組合の負担金の減によるものです。 

主な経費として、  

○ 住民健診に                       １，２２６万円 

○ 妊婦検診に                         ９４５万円 

○ ごみ収集委託料に                  ６，３８０万円 

○ 田川郡東部環境衛生施設組合負担金   １億８，２４６万円 

   ※ 田川郡東部環境衛生施設組合とは、香春町、添田町、大任町、赤村の４町

村で、ゴミやし尿などを共同処理するために設置された組合。 

 

 

労 働 費      ２３８万円 （＋２万円、＋０．７％） 

失業対策や働く場の確保のために要する経費です。 

主な経費として、  

○ 高年齢者労働能力活用事業分担金                  １７１万円 

          （シルバー人材センター） 

 

 

農林水産業費     １億８，４０６万円 （＋１，６３２万円、＋９．７％） 

農業や林業の振興をはかるための経費や国土調査・鉱害対策に関する経費です。 

主な経費として、   

○ ふるさと雇用再生特別事業 

道の駅管理運営委託料               １，５０８万円 

○ 中山間地域直接支払交付金              ７０８万円 

○ 農業施設改修事業に                 １，２６２万円 

○ 国土調査事業に                    ３，６８４万円 

○ 荒廃森林再生事業委託料              １，６２０万円（新規） 

○ 猿対策に                           ５４３万円 
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  商 工 費      ２，７１２万円 （＋７６万円、＋２．９％） 

商業や工業の振興、観光事業に関する経費です。 

主な経費として、    

○ 商工会助成金                       ２２５万円 

○ 町観光協会負担金                    ８０１万円 

○ むらおこし事業助成金                  １０８万円 

 

 

   土 木 費   ３億５，７４４万円 （▲２億２，２４０万円、▲３８．４％） 

町が管理する道路、橋梁、河川の改良や維持管理、町営住宅の整備や維持管理に要す

る経費です。 

本年度減額の主な要因は、三井区住宅地区改良事業の終了と高野住宅団地整備事業の

工事費の減によるものです。 

主な経費として、    

○ 道路の維持補修に                    ３，５５９万円 

○ 道路の改良事業に                    ２，６６７万円 

○ 町営住宅の維持管理に                 ８，５２９万円 

○ 河川の維持管理に                    １，９１５万円 

○ 高野住宅団地整備に                   ２，３３８万円 

○ 県が行う工事の負担金として              １，３５０万円 

 

 

    消 防 費      １億５，２２３万円 （＋７２９万円、＋５．０％） 

生活の安全を守るため、火災、水害等の災害に対応する経費です。 

本年度増額の主な要因は、田川地区消防組合負担金の増によるものです。 

主な経費として 

○ 田川地区消防組合負担金             １億２，１９９万円 

○ 消防団の運営に                      ２，１８３万円 

 

 

    教 育 費      ５億２，１１８万円 （＋５８１万円、＋１．１％） 

教育に関する予算で、幼稚園・小中学校教育の充実、生涯学習の充実、文化・スポーツ・

芸術の振興のための経費です。 

主な経費として 

○ 小学校の管理と教育振興に              ７，９１５万円 
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○ 中学校の管理と教育振興に              ４，８２４万円 

○ 香春中学校の耐震補強工事に            ２，２０７万円 

○ 育英資金貸付事業に                  １，１３０万円 

○ 学校給食の運営に                 １億１，５３１万円 

○ 町民センターとフレッシュワークの維持管理に   ３，５９７万円 

○ 青少年対策に                       １，４２６万円 

○ 文化財保護と芸術文化の振興に           １，２５３万円 

○ 運動公園と体育センターの維持管理に       ２，３７９万円 

○ 同和教育に                          ７４３万円 

 

 

災害復旧費     ３，２０８万円 （＋３，２０７万円、皆増） 

町道や農地などの災害復旧のための経費です。昨年度は予算科目を立てておくために２

千円のみ計上しておりましたので、今年度は実質的な皆増です。 

主な経費として 

○ 町道及び河川の平成２１年災害の復旧に        ９４０万円 

○ 農地及び林道などの平成２１年災害の復旧に   ２，２６７万円 

 

 

公 債 費      ３億７，５８８万円 （＋１，５１９万円、＋４．２％） 

道路や学校などを作るため町が発行した町債の元利償還及び一時的に借り入れたお金

の利子に要する経費です。 

主な経費として 

○ 町債の元金償還金             ２億９，５６０万円 

○ 町債の利子償還金                ７，９７８万円 
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◎  一般会計歳出予算 
 

  （単位：千円：％）

款 
平成２１年度 平成２２年度 増 減 

B－A 当初予算額 A 構成比 当初予算額 B 構成比 

01.議会費 97,473 2.07 88,134 1.94  9,339

02.総務費 769,359 16.31 596,013 13.15  173,346

03.民生費 1,589,211 33.69 1,784,429 39.36 195,218

04.衛生費 459,473 9.74 407,472 8.99  52,001

05.労働費 2,367 0.05 2,384 0.05 17

06.農林水産業費 167,735 3.55 184,057 4.06 16,322

07.商工観光費 26,351 0.56 27,115 0.60 764

08.土木費 579,837 12.29 357,439 7.88  222,398

09.消防費 144,936 3.07 152,230 3.36 7,294

10.教育費 515,374 10.92 521,181 11.50 5,807

11.災害復旧費 2 0.00 32,075 0.71 32,073

12.公債費 360,686 7.64 375,877 8.29 15,191

13.諸支出金 3 0.00 3 0.00 0

14.予備費 5,000 0.11 5,000 0.11 0

合計 4,717,807 100.00 4,533,409 100.00  184,398

 
 



－11－ 

 

◎ 性質別歳出予算 
（単位：千円：％） 

区分 
平成２１年度 平成２２年度 比 較 

当初予算額 A 構成比 当初予算額 B 構成比 B－A 

義
務
的
経
費 

人件費 1,160,991 24.61 1,181,101 26.05 20,110

扶助費 580,952 12.31 744,472 16.42 163,520

公債費 360,686 7.65 375,877 8.29 15,191

計 2,102,629 44.57 2,301,450 50.76 198,821

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 642,310 13.61 228,436 5.04  413,874

災害復旧事業費 2 0.00 32,075 0.71 32,073

計 642,312 13.61 260,511 5.75  381,801

そ
の
他
の
経
費 

物件費 826,556 17.52 833,156 18.38 6,600

維持補修費 59,758 1.27 58,543 1.29  1,215

補助費等 553,600 11.73 496,222 10.95  57,378

積立金 24,160 0.51 36,072 0.79 11,912

投資及び出資金 0 0.00 0 0.00 0

貸付金 12,579 0.27 12,543 0.28  36

繰出金 491,213 10.41 529,912 11.69 38,699

予備費 5,000 0.11 5,000 0.11 0

計 1,972,866 41.82 1,971,448 43.49  1,418

合  計 4,717,807 100.00 4,533,409 100.00  184,398

 
※ 扶助費・・・・・社会保障制度の一環で、児童、老人、障害者などを援助するための経費 
※ 投資的経費・・・効果が長期にわたるもので、道路、橋梁などの新設改良に要する経費 
※ 補助費等・・・・各種事業や団体への補助金や負担金 
※ 繰出金・・・・・他会計や基金への支出 
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④  特 別 会 計 予 算 
 

◎ 住宅改修資金貸付事業特別会計 

同和地区の不良住宅の改修に必要な資金を貸し付け、当該地区の住環境の改善を目

的とした事業会計。貸付事業は平成９年に廃止。 

◎ 国民健康保険事業特別会計 

国民健康保険事業を実施するために設置された特別会計。 

◎ 老人保健特別会計 

老人保健法に基づき設置された特別会計。２１年度より後期高齢者医療制度へ移行し

たが、医療費の精算のため、２２年度まで残っています。 

◎ 後期高齢者医療特別会計 

平成２１年度より、７５歳以上の高齢者を対象とした医療制度のために設置された特別

会計。 

◎ 水道事業会計 

生活用水等、上水を供給するために設置された特別会計。 

◎ 工業用水道事業会計 

工業用水を供給し、産業の振興を図るために設置された特別会計。 

◎ 生活排水処理事業特別会計 

浄化槽市町村整備推進事業による合併処理浄化槽整備及び維持管理のために設置さ

れた特別会計。 

◎ 香春財産区特別会計 

旧香春町の財産を管理するために設置された特別会計。 

◎ 勾金財産区特別会計 

旧勾金村の財産を管理するために設置された特別会計。 

◎ 中津原財産区特別会計 

大字中津原の財産を管理するために設置された特別会計 

◎ 高野財産区特別会計 

大字高野の財産を管理するために設置された特別会計 

◎ 柿下財産区特別会計 

大字柿下の財産を管理するために設置された特別会計 

 

 



住宅改修資金貸付事業特別会計

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

県支出金 1,072 15.40% 1,087 17.19% 15 1.40%

諸収入 5,888 84.57% 5,235 82.78%  653  11.09%

財産収入 1 0.01% 1 0.02% 0 0.00%

繰入金 1 0.01% 1 0.02% 0 0.00%

　合　　　計 6,962 100.00% 6,324 100.00%  638  9.16%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

住宅改修資金貸付事業費 6,961 99.99% 6,323 99.98%  638  9.2%

公債費 1 0.01% 1 0.02% 0 0.000%

合 計 6 962 100 00% 6 324 100 00% 638 9 16%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

　合　　　計 6,962 100.00% 6,324 100.00%  638 9.16%
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当初予算額の推移
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国民健康保険事業特別会計

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

国民健康保険税 239,681 16.46% 226,386 15.73%  13,295  5.55%
分担金負担金 2,221 0.15% 2,000 0.14%  221  9.95%
使用料及び手数料 2 0.00% 2 0.00% 0 0.00%
国庫支出金 500,767 34.40% 468,971 32.59%  31,796  6.35%
療養給付費等交付金 76,198 5.23% 87,938 6.11% 11,740 15.41%
前期高齢者交付金 341,778 23.48% 284,943 19.80%  56,835  16.63%
県支出金 49,693 3.41% 78,031 5.42% 28,338 57.03%
共同事業交付金 153,581 10.55% 186,838 12.99% 33,257 21.65%
財産収入 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%
諸収入 1,504 0.10% 1,551 0.11% 47 3.13%
繰入金 90,284 6.20% 102,165 7.10% 11,881 13.16%
繰越金 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%

　合　　　計 1,455,711 100.00% 1,438,827 100.00%  16,884  1.16%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

総務費 31,161 2.14% 30,834 2.14%  327  1.05%
保険給付費 948,293 65.14% 970,351 67.44% 22,058 2.33%

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

後期高齢者支援金 168,701 11.59% 170,273 11.83% 1,572 0.93%
前期高齢者納付金等 199 0.01% 401 0.03% 202 101.51%
老人保健拠出金 39,625 2.72% 13 0.00%  39,612  99.97%
介護納付金 65,262 4.48% 63,128 4.39%  2,134  3.27%
共同事業拠出金 186,892 12.84% 189,697 13.18% 2,805 1.50%
保健事業費 13,576 0.93% 12,128 0.84%  1,448  10.7%
基金積立金 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%
公債費 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%
諸支出金 1,000 0.07% 1,000 0.07% 0 0.00%
予備費 1,000 0.07% 1,000 0.07% 0 0.00%

　合　　　計 1,455,711 100.00% 1,438,827 100.00%  16,884  1.16%

1,257,297 1,247,752

1,491,194

1,316,767

1,455,711 1,438,827

1,100,000

1,200,000
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

当初予算額の推移
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老人保健特別会計

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

国庫支出金 3,136 28.18% 99 37.22%  3,037  96.84%

県支出金 784 7.04% 1 0.38%  783  99.87%

諸収入 5 0.04% 1 0.38%  4  80.00%

繰入金 2,500 22.46% 165 62.03%  2,335  93.40%

支払基金交付金 4,703 42.26% 0 0.00%  4,703  100.00%

繰越金 1 0.01% 0 0.00%  1  100.00%

　合　　　計 11,129 100.00% 266 100.00%  10,863  97.61%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

総務費 685 6.16% 162 60.90%  523  76.4%

医療諸費 9,441 84.83% 3 1.13%  9,438  99.97%

公債費 1 0.01% 1 0.38% 0 0.00%

繰出金 1 0.01% 100 37.59% 99 9900.00%

諸支出金 1 0 01% 0 0 00% 1 100 00%

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

諸支出金 1 0.01% 0 0.00%  1 100.00%

予備費 1,000 8.99% 0 0.00%  1,000  100.00%

　合　　　計 11,129 100.00% 266 100.00%  10,863  97.61%
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当初予算額の推移
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後期高齢者医療特別会計

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

後期高齢者医療保険
料

138,261 74.54% 152,463 74.09% 14,202 10.27%

使用料及び手数料 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%

繰入金 46,213 24.92% 52,810 25.66% 6,597 14.28%

繰越金 500 0.27% 1 0.00%  499  99.80%

諸収入 505 0.27% 504 0.24%  1  0.20%

　合　　　計 185,480 100.00% 205,779 100.00% 20,299 10.94%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

総務費 2,398 1.29% 2,903 1.41% 505 21.06%

後期高齢者医療
広域連合納付金

181,580 97.90% 201,374 97.86% 19,794 10.90%

諸支出金 502 0.27% 502 0.24% 0 0.00%

予備費 1,000 0.54% 1,000 0.49% 0 0.00%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

　合　　　計 185,480 100.00% 205,779 100.00% 20,299 10.94%
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水道事業会計

収益的収支

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

営業収益 230,972 99.35% 207,259 99.28%  23,713  10.3%

営業外収益 1,503 0.65% 1,503 0.72% 0 0.00%

特別利益 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%

　合　　　計 232,476 100.00% 208,763 100.00%  23,713  10.2%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

営業費用 197,613 89.51% 169,001 90.89%  28,612  14.5%
営業外費用 22,167 10.04% 15,944 8.57%  6,223  28.1%
特別損失 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%
予備費 1,000 0.45% 1,000 0.54% 0 0.00%

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

　合　　　計 220,781 100.00% 185,946 100.00%  34,835  15.8%

資本的収支

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

受託工事収益 600 99.83% 1 50.00%  599  99.8%

企業債 1 0.17% 1 50.00% 0 0.00%

　合　　　計 601 100.00% 2 100.00%  599  99.7%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

改良事業費 37,354 74.56% 42,665 71.06% 5,311 14.22%
企業債償還金 12,748 25.44% 17,376 28.94% 4,628 36.30%

　合　　　計 50,102 100.00% 60,041 100.00% 9,939 19.84%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減
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工業用水道事業会計

収益的収支

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

営業収益 2,628 99.96% 2,628 99.96% 0 0.00%

営業外収益 1 0.04% 1 0.04% 0 0.00%

　合　　　計 2,629 100.00% 2,629 100.00% 0 0.00%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

営業費用 5,546 73.96% 4,448 69.66%  1,098  19.8%
営業外費用 1,952 26.03% 1,837 28.77%  115  5.9%
予備費 1 0.01% 100 1.57% 99 9900.00%

合 計 7 499 100 00% 6 385 100 00% 1 114 14 9%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

　合　　　計 7,499 100.00% 6,385 100.00%  1,114 14.9%

資本的収支

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

企業債 1 100.00% 1 100.00% 0 0.00%

　合　　　計 1 100.00% 1 100.00% 0 0.00%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

改良事業費 1 0.02% 1 0.02% 0 0.00%
企業債償還金 4,541 99.98% 4,654 99.98% 113 2.49%

　合　　　計 4,542 100.00% 4,655 100.00% 113 2.49%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減
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生活排水処理事業特別会計

歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

分担金及び負担金 20,100 5.82% 14,400 4.93%  5,700  28.4%

使用料及び手数料 86,974 25.19% 89,764 30.72% 2,790 3.21%

国庫支出金 37,378 10.82% 43,216 14.79% 5,838 15.62%

県支出金 14,246 4.13% 10,877 3.72%  3,369  23.65%

諸収入 5,442 1.58% 2,406 0.82%  3,036  55.8%

繰入金 35,978 10.42% 41,662 14.26% 5,684 15.80%

繰越金 1 0.00% 1 0.00% 0 0.00%

町債 145,200 42.05% 89,900 30.76%  55,300  38.1%

　合　　　計 345,319 100.00% 292,226 100.00%  53,093  15.38%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

総務費 19,846 5.75% 13,384 4.58%  6,462  32.6%

施設管理費 95 605 27 69% 98 984 33 87% 3 379 3 53%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

施設管理費 95,605 27.69% 98,984 33.87% 3,379 3.53%

施設整備費 215,482 62.40% 160,310 54.86%  55,172  25.6%

公債費 13,386 3.88% 18,548 6.35% 5,162 38.56%

予備費 1,000 0.29% 1,000 0.34% 0 0.00%

　合　　　計 345,319 100.00% 292,226 100.00%  53,093  15.38%
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当初予算額の推移
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各財産区

香春財産区
歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額 対前年度比

財産収入 534 12.33% 531 3.37%  3  0.56%
諸収入 3,063 70.71% 14,657 92.97% 11,594 378.52%
繰入金 734 16.94% 576 3.65%  158  21.53%
繰越金 1 0.02% 1 0.01% 0 0.00%

　合　　　計 4,332 100.00% 15,765 100.00% 11,433 263.92%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額 対前年度比

管理会費 4,132 95.38% 15,565 98.73% 11,433 276.69%
予備費 200 4.62% 200 1.27% 0 0.00%

　合　　　計 4,332 100.00% 15,765 100.00% 11,433 263.92%

勾金財産区
歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額 対前年度比

財産収入 586 20.20% 582 18.59%  4  0.68%
諸収入 1,684 58.05% 1,684 53.78% 0 0.00%
繰入金 630 21.72% 864 27.60% 234 37.14%
繰越金 1 0.03% 1 0.03% 0 0.00%

　合　　　計 2,901 100.00% 3,131 100.00% 230 7.93%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額 対前年度比

管理会費 2,801 96.55% 3,031 96.81% 230 8.21%
予備費 100 3.45% 100 3.19% 0 0.00%

　合　　　計 2,901 100.00% 3,131 100.00% 230 7.93%

中津原財産区
歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額 対前年度比

財産収入 10 0.97% 4 0.75%  6  60.0%
諸収入 2 0.19% 2 0.37% 0 0.00%
繰入金 1,013 98.73% 529 98.69%  484  47.8%
繰越金 1 0.10% 1 0.19% 0 0.000%

　合　　　計 1,026 100.00% 536 100.00%  490  47.8%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額 対前年度比

管理会費 986 96.10% 526 98.13%  460  46.7%
予備費 40 3.90% 10 1.87%  30  75.0%

　合　　　計 1,026 100.00% 536 100.00%  490  47.8%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

平成２２年度 増　　　減
科　目　名

平成２１年度

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減
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各財産区 (2)

高野財産区
歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

財産収入 86 0.58% 85 0.95%  1  1.16%
諸収入 14,501 97.60% 8,271 92.44%  6,230  43.0%
繰入金 269 1.81% 590 6.59% 321 119.33%
繰越金 1 0.01% 1 0.01% 0 0.00%

　合　　　計 14,857 100.00% 8,947 100.00%  5,910  39.8%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

管理会費 14,807 99.66% 8,897 99.44%  5,910  39.9%
予備費 50 0.34% 50 0.56% 0 0.00%

　合　　　計 14,857 100.00% 8,947 100.00%  5,910  39.8%

柿下財産区
歳　入

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

財産収入 38 1.03% 33 0.98%  5  13.2%
諸収入 2,879 78.36% 3,002 88.90% 123 4.27%
繰入金 756 20.58% 341 10.10%  415  54.9%
繰越金 1 0.03% 1 0.03% 0 0.000%

　合　　　計 3,674 100.00% 3,377 100.00%  297  8.1%

歳　出

当初予算額　A 構成比 当初予算額　B 構成比 増減額(B-A) 対前年度比

管理会費 3,574 97.28% 3,367 99.70%  207  5.8%
予備費 100 2.72% 10 0.30%  90  90.0%

　合　　　計 3,674 100.00% 3,377 100.00%  297  8.1%

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減

科　目　名
平成２１年度 平成２２年度 増　　　減
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